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                       令和５年９月５日 

令和５年第６回（９月）高浜町議会定例会 

令和４年度決算 監査報告         

  高浜町代表監査委員 松 本 有 策 

 

令和４年度における高浜町の一般会計、特別会計並びに公営企業会計の歳

入歳出決算につきまして、上尾德郎 監査委員とともに審査いたしましたので

その結果を報告いたします。 

 審査の対象は一般会計と、国民健康保険特別会計、国民健康保険診療所特

別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計、簡易水道事業特別会

計、公共下水道事業特別会計、集落排水事業特別会計、宅地分譲事業特別会

計、道路用地先行取得事業特別会計の９の特別会計と、唯一の公営企業会計

である水道事業特別会計であります。 

 審査の期間は、公営企業会計については６月２３日から７月２６日までの

間、一般会計と特別会計については７月２６日から８月１８日までの間で行

いました。 

 審査方法は、それぞれの会計の令和４年度決算書類及び出納事務などの関

係諸帳簿について、その計数、正確性を確認するとともに、適正かつ効率的

に執行されたかなど細部にわたり調査、照合いたしました。 

 また、財政運営の状況等につきましては、例月出納検査及び定例監査の結

果も活用して審査いたしました。 

 審査の結果、その計数はいずれも関係諸帳簿と符合して正確であり、その

内容も適正に処理されていたことを確認いたしました。 

 

それでは、それぞれの会計について概要を報告致します。 

 

最初に、一般会計の決算についてですが、結果としてほぼ前年度と同規模

の歳入歳出となっております。 

 

まず歳入は総額１４１億７,６４２万６,６４８円であり、前年度と比べて

２.０％増加しました。 

収入の主体である町税は歳入の４４.７％を占めておりますが、前年度比３

３.６％増加し、６３億３,５６５万３,６５１円となりました。 

内訳としては、所得の減少により個人町民税が約３.７％減少し、法人町民税
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も３８.９％減少しましたが、固定資産税が、原子力発電所の各種安全対策工

事による諸施設の増加によって、前年度から４４.６％も増加して５５億１,

０８２万２,４２７円となり、町税の約８７％を占めるに至っております。こ

の増加は今後数年間継続し、その後資産の経年減価によって漸減していくと

みられております。また、町税の不納欠損処理を基準に則って９３万２千円

実施しております。 

地方交付税は１,８３３万１千円ありますが、すべて特別交付税で、普通交

付税は不交付でありました。  

次に、国庫支出金が歳入の２１.４％、３０億３,２８４万２,２０８円で、

前年度比９.２％の減少となりましたが、その７５％は電源立地地域対策交付

金２２億７,３６３万円であり、地域医療・福祉サービスや各種公共施設の維

持運営事業等に広く活用されました。 

 次に、県支出金は１８億９,１７１万８,４０６円で、歳入の１３.３％、前

年度比２.８％減少でしたが、そのうち核燃料税交付金は、税率変更がなされ

ことによって、前年度より３９.２％増の１０億５,６１２万８千円となりま

した。 

ふるさと納税が全体の９９.４％を占める寄付金は、前年度比２.２％減の

５,０２１万３,４００円のご支援を頂き、子供たちへの応援や海、山、町並

み等の保全活動などに活用されましたが、一方で返礼品や事務費等の経費に

１,８１８万５千円を支出し、町外へ寄付された町税が１,４２７万８千円あ

り、正味財政に寄与したのは１,７７５万円ほどであるのが実態であります。 

 基金からの繰入金は、前年度から７８.７％減少した３億２,１５３万４,２

５５円で、町道柿ケ渡線新設事業や中学校施設整備事業、ＵＩターン奨学金

返還サポート事業、その他に充当されました。 

 町債は新たに８,１２０万円を発行し、臨港線や中山観音寺線等の道路改良

事業と防火水槽整備事業に充てられました。 

以上の歳入合計の現計予算に対する収納率は９５.１％、調定額に対する収

納率は９８.１％でした。  

   

 

 歳出に関しましては、歳出総額１２９億２３０万１,５４４円であり、前年

度と比べて０.６％の減少でありました。 

 今年度の特徴的歳出の一つは、コロナで減少した消費の底上策で、「たか

はま割」消費応援推進業務２,６９５万５千円があります。 

そして特徴的歳出の二つ目は、ウクライナ戦争に端を発するエネルギー価
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格や食料品その他諸物価高騰の影響を受ける、家庭経済や企業経営に対する

支援事業で、全家庭に「赤ふん坊や通貨」１万円を支給した物価高騰支援事

業４,３４５万７千円をはじめ、子育て世帯への支援８９２万２千円、住民税

非課税世帯への支援４,３７５万８千円、中小企業への支援３,３７８万５千

円、農業肥料や漁船燃料への支援１,０２１万円などで、総額１億４,０１３

万２千円になりました。 

町内の家庭や企業の状況に機敏に対応し、適切、タイムリーに必要な支援事

業が執行されたと受け止めております。 

  

 次にその他の事業を歳出総額の大きな費目順に報告します。 

 

まず歳出額が最も大きかったのは総務費の３７億５,５３２万６８７円で、

前年度比４４.９％の増加でした。庶務事務システムや各種窓口証明書をコン

ビニで交付するシステムの導入などの事務の情報化推進事業、畑・中寄・立

石区の合同利用コミュニテｲセンター建設やあおば憩いの家増改築工事を補助

する事業などがありました。加えて財政調整基金や公共施設等整備基金など

諸基金への積立事業も合計約２０億３,８６９万７千円ありました。 

また政策推進一般事業のなかで行われた第三セクター㈱いきいきタウン高浜

への１億１,５００万円の長期貸付は、議会でも色々な議論を経て実施された

ものでありました。一昨年度から顕在化した同社の経営悪化は、自力での再

建は困難で破綻も近いという状態まで進行しましたが、同業の民間企業に業

務を委託することで収益を改善し、借入金を返済することも可能という見通

しが得られたことで、固定費を削減してこれを支援するために、民間金融機

関からの借入金を町に付替えたり、民間委託開始までの運転資金を供与した

ものであります。一民間企業である同社をここまで町が支援することの是非

は色々と議論があるところでありますが、第三セクターでありますので、周

囲からは高浜町と同視されることも免れず、国・県からの補助金が町を経由

して同社に交付されていることや、もし破綻した場合の金融機関をはじめと

する関係先に生ずるであろう色々な混乱を考えるとき、民間企業への業務委

託によって事業が継続でき、借入金返済の可能性ありとの見通しに縋ること

は、その状況下では唯一無二の窮余の策であったと考えられます。しかし、

見通しは隘路であり、委託先企業と十分に条件協議を行って契約するととも

に、期待するような経営改善が実現するよう、継続的な指導と監視をお願い

します。 
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歳出の次は土木費の２２億２､８５１万３,７１３円で前年度比５.２％増で

した。 

町道柿ケ渡線の新設事業や中山観音寺線の改良工事が継続されたのに加えて、

原子力災害制圧道路（仮称）町道三山線の新設事業や宮ノ内線道路改良事業

が開始されました。また清水橋の補修工事を行ったほか、高浜町認定こども

園の隣接土地に（仮称）高浜公園を整備するための基本設計業務も行ってお

ります。 

次は民生費１９億６,４１１万５,６７９円で、高浜町認定こども園の整備

が前年度で完了したために、前年度の５７.１％に減少しましたが、高齢者福

祉と障害者福祉を一体化した新社会福祉複合施設の実施設計業務や、子宝手

当に妊娠と出生届時に各５万円を給付する出産・子育て応援交付金の新設、

町立保育所における保育業務支援ＩＣＴシステム導入、認定こども園ｃｏｃ

ｏｋａｒａのオープンに伴う管理事務事業や給食調理業務の増加などがあり

ました。また令和５年４月からこども・子育て分野を推進する「こども未来

課」を新設するために、保健福祉センター内の改修工事も行われています。 

次は農林水産業費の１５億８,５０２万６,６５５円で前年度比４.４％増で

した。ここでは車持の圃場整備工事や薬草産地化推進事業、保冷庫を移設し

た鳥獣被害対策事業、音海漁港の波返し設置や日引防波堤工事などの漁港整

備事業、荷捌施設建設を含む高浜漁港再整備事業等が実施されました。 

㈱いきいきタウン高浜が賃借している土地約１万㎡を購入する１億８,６３０

万円も予算化されましたが、契約手続きのために次年度に繰越しとなってい

ます。 

 次は衛生費の１０億１,０５３万８,５９０円で前年度比４.８％の増加でし

た。新型コロナウイルスワクチン接種事業を継続した他に、清掃センターや

リサイクルセンター、浄化センターの一般管理事業等が実施されました。 

若狭広域行政事務組合が水明地係に建設した可燃ごみ焼却場、若狭広域クリ

ーンセンターは、当年度末の試運転を経て令和５年４月から本格稼働してお

ります。 

 次は教育費で、９億３,８３５万６,９１７円、前年度比５.０％の減少でし

た。旧高浜保育所を解体撤去した跡地に、高浜中学校のテニスコートを整備

したほか、高浜中学校の大規模改修工事設計業務をはじめ、町内小中学校や

公民館、図書館、文化会館、郷土資料館、体育施設等の管理運営事業が継続

実施されました。 

 次は商工費で、６億３,３４０万９,９２８円、前年度の６.５％増加でした。 

マリンアクテｲビテｲ対策業務や２０年続いた「若狭たかはま漁火想」が今
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年度で終了した後の新たな誘客イベント開催支援補助金、五色山公園水源調

査等がありました。 

脇坂公園については、大型遊具の設置や管理棟・トイレ整備、背後の法面か

らの落石対策工事等が完了し、令和５年４月２２日にオープンセレモニーが

実施されました。 

 消防費は３億３,５７８万６,６４５円で、高浜町防災無線の再整備のため

の調査・設計事業や、高浜消防団第２分団詰所整備のための敷地の測量と新

築設計業務が行われました。 

 労働費は４,７２１万６,２６０円で、新たに従業員を雇用した中小企業へ

の補助金事業等がありました。 

 令和４年度には大きな自然災害は無く、災害復旧費の支出はゼロで終わっ

たことは幸いでありました。 

 

 令和５年度への繰越し事業費は１２億８,３１１万９７２円で予算現額の８.

６％、昨年度の約３.２％増となりました。繰越しの理由としては、世界的な

半導体不足や材料の納期遅延による、地権者や地元との調整に不測の日数を

要したため、国の制度詳細が未決定であるため等、やむを得ない事情による

ものであることを確認しております。 

予算の執行率は、現計予算に対し８６.６％で昨年度から０.２ポイント低

下し、翌年度繰越し事業費を除いた場合は９４.７％となりました。 

歳出不用額は７億１,６５７万８,４２９円、現計予算の４.８％で、昨年度

とほぼ同レベルでした。 

 

以上の結果、一般会計の歳入歳出差引額は１２億７,４１２万５,１０４円

となり、翌年度へ繰越すべき一般財源６億１,０８５万７,９７２円を差し引

いた実質収支額は、前年度から７１.１％増加し、６億６,３２６万７,１３２

円の黒字となりました。また前年度実質収支額を差引いた単年度収支も、２

億７,５４９万５,０４８円の黒字で、前年度比２６５.５％増加でありました。 

 

 次に、９つの特別会計の決算でありますが、歳入総額３５億３,０６２万４,

８８６円、歳出総額３４億７,２６０万７,７８０円であり、前年度と比べて

歳入で１.３％、歳出で１.６％いずれも減少となりました。 

国民健康保険特別会計の実質収支額は２,００５万３,７１８円の黒字で、

前年度の４４.５％増でありました。 

介護保険特別会計の実質収支は３,７９６万３,３８８円の黒字で、前年度
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比１６.８％増でした。 

宅地分譲事業特別会計では、今年度２区画が売却され、１,２7１万４,８０

０円を一般会計に繰出しております。全６０区画のうち売却残は８区画であ

ります。 

道路用地先行取得事業特別会計は、今年度町債２,５５０万円を発行して事

業費に充てましたが、用地取得事業は今年度が最終年度であり、約９０％の

用地買収を実行し、発行町債の合計額は８,５００万円になりました。これの

償還費用は、令和７年度までに国から交付されることになっております。 

 

 次に公営企業会計の水道事業特別会計ですが、給水人口が平成２９年度に

１万人を切った後微減を続けて今年度は９,３７４人となり、給水件数も前年

度から２件減少して４,８２７件となったことを受けて、年間配水量も０.

７％減少して１７９万９,８９８立方メートルとなりました。年間有収率は８

９.７４％で、前年度から４.３４ポイントの大幅悪化となりました。 

 これにより、事業収益は２億８,６３６万１,６１０円、対する事業費用は

２億８,１５１万９,９２６円で、当年度純利益は４８４万１,６８４円で前年

度比９１.４％減少となりました。また、配水管管路耐震化検討業務や新内浦

大橋や難波江地係の配水管布設替設計業務、消火栓移設工事等の建設改良事

業６,１２３万１､４１６円を、資本的収入に補填財源も加えて実施しており

ます。 

 以上、今年度の事業収益はかろうじて黒字を記録しましたが、有収水量の

減少等による収益の減少と、修繕費の増加による費用の増加という問題は、

管路の経年化率アップによる漏水の増加と、水道センター諸設備の老朽化進

行という構造的要因が背景にあり、対症療法的施策のみでは改善に限界があ

ると思われます。また、近年ずっと１００％超であった料金回収率が８４.

９％に大幅低下したことは、給水に要する費用を水道料金だけでは賄えてい

ないことを意味しており、現在は近隣自治体よりは低い水道料金の見直しの

必要性を示唆しているといえます。新上水道センターを建設し運用を始める

まではまだ約１０年を要すとされており、それまでも経営の厳しさは増進す

ると思われますが、事業継続計画と財源計画をしっかり策定して、安全、安

心な水道事業を維持・推進して頂くようお願いします。 

 

 基金につきましては、財政調整基金や電源立地地域対策交付金施設維持基

金、ふるさと応援基金、公共施設等整備基金、奨学金返還支援基金その他に

合計で２１億２,６７４万９,７３３円の積立を行った一方で、町道柿ケ渡線
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整備基金や国民健康保険基金、水産振興基金などから合計３億４､７０６万１,

２５５円を取り崩して事業に充当した結果、今年度末の残高は、前年度から

３２.１％増加して、７３億２,８２９万４,０２６円となりました。 

年度間の財源不均衡の調整や不測の資金需要に備えるための財政調整基金は、

８億２,６６３万１千円増加して３５億１,９８５万１,６７７円と、当町の標

準財政規模の約５２％レベルに達したところですが、今後も町税収入が増加

する数年間を活用して、地方債償還等の将来負担額に十分に充当可能なとこ

ろまで積み増しを進められるよう期待します。 

 

地方債につきましては、今年度、一般会計で８,１２０万円と公共下水道事

業特別会計で２,５３０万円、道路用地先行取得特別会計で２,５５０万円の

合計１億３,２００万円の起債をする一方で、元利合わせて８億７,８７０万

７,４９０円の償還を行いましたが、年度末の未償還元金は、前年度比８.

１％減の７５億４,２４９万４,６４６円となお高レベルであります。借金が

充当可能基金合計額の約１.４倍あるという現状ですが、令和７年度末に貯金

と借金をバランスさせるという前期実施計画の達成にむけて、着実に財政力

の強化を進められるようお願いします。 

 

町財政全般につきましては、まず自主財源が町税等の増加によって前年度

から８億４,００８万７,９４８円増加したために、自主財源比率が４.８ポイ

ント改善し６１.８％となりました。 

財政の自由度を示す経常収支比率は、税収増加で経常一般財源が増加した

こと等で６３.１％と２０.６ポイント減少、改善しました。 

町の財政力を示す指標である財政力指数については、基準財政収入額が増

加したことによって、令和４年度単年度の値は前年度からは０.４１４ポイン

ト改善し１.５０５に、直近３ケ年平均では１.１９８となりました。これは

全国市町村のなかでも上位の良好値であり、１.０を上回ったために、普通交

付税は不交付でありました。 

財政健全化判断比率については、実質赤字比率は連結実質収支が黒字であ

るため数値は無く、実質公債費率は、標準税収入額等が増加したことによっ

て、昨年度より１.０ポイント低下して７.２と全く問題ないレベルであり、

将来負担比率も充当可能基金の増額等により数値なしとなっております。さ

らに、前述しました㈱いきいきタウン高浜への長期貸付金の残債合計１億８,

６８１万９千円は、制度としては将来負担比率の計算式への算入対象ではあ

りませんが、回収不能となる可能性も含んでいますので、これを将来負担額
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の中に加算してみても、充当可能財源額の方が十分上回っていて、将来負担

比率は数値無しのままであることを確認しております。 

以上、当町の経営状況を示す指標のいずれも、他の自治体の平均を上回る

数値であり、財政的に大きな余裕はないが若干の政策的支出の余地を持ち、

将来的にも大きな負担を残す状況ではないといえます。 

 

令和４年度工事監査としましては、町道臨港線改良工事、高浜漁港荷捌き

施設新築工事、脇坂公園管理棟新築工事の３件について書類審査及び現地確

認を実施し、いずれも計画通りの施工と整備がなされていることを確認しま

した。今後は適切な運営管理のもと、最大の費用対効果を得るような活用が

なされることを期待します。 

 

 さて、高浜町におきましては、令和３年度末に人口が１万人を切りました。

今後も人口減少が緩やかに進み､少子化、高齢化や労働力の減少が顕在化して

ゆき、町内の活力が衰退していく懸念が強まっている状況です。 

 政府は本年２月、次世代革新炉への建て替え具体化などを盛り込んだ「Ｇ

Ｘ実現に向けた基本方針」を閣議決定し、続く５月にＧＸ脱炭素電源法を成

立させて原発の６０年超運転への道を開くなど、原発政策を規制から最大限

活用へ大きく転換させました。続く７月２８日に高浜発電所の１号機が４０

年超の原発としては２番目の再稼働を果たし、９月には２号機も続くとされ

ています。原発をめぐるこれらの環境変化は、原発を主力産業とする高浜町

にとっては望ましいものであり、今後２０年余は現在の産業構造のままで生

きていける見通しが立ったと言えます。加えてここ数年間は、発電所の大が

かりな安全対策工事による固定資産税の増加が町財政を後押ししてくれます

ので、これを活用して持続可能な行財政運営を確立するとともに、令和３年

度から始まった新総合計画とそれに伴う前期実施計画を推進し、豊かな自然

に囲まれた住民主体の協働のまちづくりを実現することによって、将来の明

るい高浜町を築いていかれるよう念願しております。 

 

以上で令和４年度の決算監査報告を終わります。 


